







       異なる新たな判断枠組み
三、 最高裁平成二〇年決定後の積極的加害意思論










加害意思論」という）を発展させてきた 2,3  。 積極的加害意思論で問題となる
事例群と自招の侵害として議論される事例群は一致するわけではないが、
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うには窺われない」。「1 審判決……によると、Ａは『1 回やられて 1 回や
り返したから、もうそれで終わりだと思っていたのに、Ｘから警棒で殴
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判員裁判の開始を前にして（裁判員法施行は平成 21 年 5 月 21 日であっ
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定が「第 1 暴行と第 2 暴行の間に『一連、一体の事態』と評価できるよ
























































桐蔭法学 20 巻 2 号（2014 年）
の前提からは、「相手からの侵害（攻撃）がどのような規模のものであ
れ（つまり、自招者Ｘが予期していた範囲内の侵害であれ、予期した以
上に甚大な侵害であれ）、同見解からは、自招行為によって侵害を招き、
それを予期していた以上、Ｘには侵害回避義務が発生し、正当防衛は否
定されることになるのではないだろうか」。「実際にどのような攻撃がな
されようと、同見解からは、Ｘが侵害されることについて確実な予期が
あった場合、事前の侵害回避義務を認めざるを得なくなってしまうであ
ろう」と。
56　不十分であるが、原口・前掲注（1）『速報判例解説 voll.5』一六一頁。
（はらぐち・のぶお　駒澤大学法学部教授）
